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東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による被災者に係る 

一部負担金等の取扱いについて（福島原発事故による避難者） 

 

 

東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による被災者に係る一部負担金等の猶予につ

きましては、平成２３年３月１５日付け（保 232）Ｆ「東北地方太平洋沖地震及び長野県北

部の地震による被災者に係る一部負担金等の取扱いについて」により、災害救助法適用地域

（東京都を除く。）で、今般の震災により「①住家の全半壊、全半焼又はこれに準ずる被災

及び②主たる生計維持者が死亡し又は重篤な傷病を負った場合」には、当面、５月までの診

療分、調剤分及び訪問看護分について、５月末日まで支払を猶予する取扱いである旨、ご案

内申し上げているところであります。 

これに関連して、福島第一・第二原子力発電所事故により、第一原発から半径２０km圏内

及び第二原発から半径１０km圏内の住民の方に避難指示がでているが、この方々の一部負担

金等について、支払が猶予されるのかという疑義が生じております。 

厚生労働省に照会したところ、福島原発により避難されている方々につきましては、たと

え住家が全半壊、全半焼等されていなくても、住家に帰れるあてがないことから、「全半壊、

全半焼に準ずる被災」として判断されるとの確認がとれましたので、福島第一・第二原子力

発電事故により避難している旨申出のあった患者さんにつきましては、５月診療分まで一部

負担金等の支払を猶予する取扱いを適用いただきますよう、貴会会員への周知方お願い申し

上げます。 

 


